
　　　　日仏修好150周年記念国際シンポジウム

地域における大学の役割一地方分権化と知の役割

『日仏修好150周年記念国際シンポジウム』について

　愛媛大学において，2008年12月6日に，日本とフランス両国の修好条約締結ユ50周年を記念

する国際シンポジウムが開催された。総合一1青報メデイアセンダー・ホールには108名の各界か

らの来場を得て，盛会のうちに報告がおこなわれ，議論が交わされた。フランスからの4人の

代表団（ブルゴーニュ大学・パリ政治学院・フランス国立統計経済研究所等に所属）は！2月！

日に松山に到着し，以後，法文学部総合政策学科，教育学部，松山大学等での催しや研究会

合，学生・院生の為の国際交流ゼミなど多彩なスケジュールを日本側関係者と共に精力的にな

し遂げた。

　全体を通して法文総合政策・教育学部を中心に学生・院生諸君の自主的な参加と国際的な対

話への積極的な取り組みが今回の催しの特徴であり，全ての行事が終始なごやかな雰囲気のう

ちにとり行われた。フランス語や英語や通訳を介しての大学教育の現場に密着した国際交流の

取り組みは，国際化の新しい状況に対応し，「学生中心の大学」を謳う本学の理念に沿った次

世代型のコンセプトを具体的に提示するものである。

　シンポジウムの表題にある如く，地域の自律的な発展と地域に拠点をおく総合大学の新たな

役割の展開を基軸におく本シンポジウムでの多彩な論点は，今後の本学の研究教育・社会貢献

への知的資産となり，また，有力な地域との対話の契機ともなるものである。従って，本年報

において，国際シンポジウムのプログラムやレジュメ／報告論文等を出来得る限り詳細に採録

（原則として日仏画文において）しておきたいと考えた次第である。

　シンポジウムの統轄には本学地域創成研究センター長の宮崎幹朗教授が当り，事務局は，フ

ランス側はブルゴーニュ大学からヴェロニク・パリジー氏が，愛媛大学からは岡村が責任者と

して担当することとした。フランス語への邦語レジュメ・論文の翻訳は，主として同僚のエリ

ック・モヴェ氏があたり，仏文論文の邦語翻訳は岡村が担当した（専門用語の翻訳には横山信

二氏が協力）。国際シンポジウムを中核とする本記念事業は予想をこえた多くの作業を必要と

するものであった。斬新なデザインのポスターやチラシが作成され，当日は本報告にほぼ匹敵

する大部の日仏画文からなるシンポジウム基礎資料が参加者に配られた。招耳碧研究者への公式

連絡文の翻訳や航空券・宿舎の確保等，これらの複雑にして膨大な作業を迅速にこなす必要が

あった。一連の事務局の作業には，モヴェ氏とともに同僚の矢澤知行氏が精力的に取り組んで

くださった。また，シンポジウム当日の準備運営には，社会科教育講座の同僚の先生方をはじ

め両学部の院生学生諸君の積極的な貢献をいただいた。複雑な事務書類の処理には，本学事務

局の日野，赤松両氏が労を惜しまずあたってくださった。忘れてはならないのは，専門外の行

政や法律に関わる細かい議論において通訳に当たってくださった小川三枝氏には大変な精神的

負担を負わせてしまったということである。深く感謝しておきたい。

　当初よりこの取り組みに理解と支援をいただいた小松正幸学長，柳沢康信理事，宮崎幹朗セ

ンター長，法文学部，教育学部各学部長をはじめとする各位に敬意を表したい。また，そもそ
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もこの様な行事がブルゴーニュ大学と本学との提携関係を軸に可能となったのは，数学分野で

の野合嗣紀教授（理学部長）とシモン・ドレッキー教授（ブルゴーニュ大学理学部）との国際

共同研究に始まり，理学部が主体となって両大学問の全学提携が実現したことによるものであ

る（2003年に調印・2007年に改訂）。

　本学地域創成研究センターは，法文学部総合政策，教育学部，国際交流センターとの協調の

もとに記念行事の事務局を主宰し，松山大学，日本貿易振興機構（ジェトロ），愛媛エフ・工

一・ [ット（株），愛媛県産業貿易振興協会，伊予銀行の各企業団体のご後援を得て，幸いに

して所期の目的を遂げることが出来む

　これらの取り組みが，日仏両国の2ユ世紀における友好協力の更なる発展に寄与し，特にブル

ゴーニュ大学と本学との大学間組織や教職員・学生院生レベルでの交流提携関係の一層の進展

をもたらし，ひいては地域の活性化と国際協調の発展につながるひとつの契機となることがで

きれば誠に幸いである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日本側事務局責任者1岡村　茂）

＊ブルゴーニュ大学参加者の所属学部は，正規には「法律政治学部」であるが，簡田谷に「法学部」と称するこ

　とがある。

国際シンポジウムの概略

日仏修好150周年記念国際シンポジウム

愛媛大学・ブルゴーニュ大学交流事業

地域における大学の役割

地方分権化と知の展開

■日時12008年12月6日（土）　13：00～17100（12130開場）

■会場1愛媛大学メディアボール（愛媛大学城北キャンパス）

　＊入場自由，通訳あり

開会挨拶　　宮崎幹朗／愛媛大学地域創成研究センター

第1部　シンポジウム　　！3：15～ユ5145

（1）地域における大学の新たな役割

　小松正幸／愛媛大学学長

　　「愛媛大学の取組みの事例と構想」

　オリヴィエ・カミイ／ブルゴーニュ大学法律政治学部・パリ政治学院

　　「フランスにおける新しい大学の自治について」

（2）地域社会の未来の担い手たち

　フィリップ・イカール／ブルゴーニュ大学法律政治学部

　　「地域社会の将来とその担い手たち：ブルゴーニュ州の事例から」」

　清家千尋／えひめ若年人材育成推進機構（ジョブカフェ受work）

　　「愛媛における若者の雇用の現状」

（3）地域の活性化と知の展開

　ジャン＝ピエ』ル・ル・グレオ／フランス国立統計経済研究所INSEE
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　　　　「グロパリゼーション，地域，統計，そして市民への情報公開」

　　鈴木　茂／松山大学経済学部

　　　　「愛媛の地域振興策」

第2都パネル・ディスカッション　　16100～17100

司会進行　岡村茂／愛媛大学教育学部・地域創成研究センター

　　　　　　　　　ヴェロニク・パリゾ／ブルゴーニュ大学法律政治学部

通訳小川三枝

■主催　愛媛大学／地域創成研究センター・法文学部・教育学部・国際交流センター

■事務局

　　　　日本側事務局責任者1岡村茂／愛媛大学地域創成研究センター

　　　　フランス側事務局責任者1ヴェロニク・パリゾ／ブルゴーニュ大学法律政治学部

　　　宮崎幹朗，横山信二，矢澤知行，モヴェ・エリック／愛媛大学

■後援　松山大学，日本貿易振興機構（ジェトロ），愛媛エフ・工一・ゼット㈱，愛媛県産業

　　　　　　　貿易振興協会，伊予銀行

　　　　　　　　　　　Comm台moration　du150さme　anniversaire　des　re正ations廿anco巾ponaises．

　　　　　Coop6ration　entre　l’Universitξd’Ehim6（Japon）et1’Universitξde　Bourξogne（France）．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Symposium　intemational

《R61e　de　l’Un－vers■t6dans　sa　r6g－on　d6central■sat■on　et　d6veloppement》

au　campus　universitaire　Johoku　de　l’Universitξd’Ehimξ（Media　Center　Hall），

1e6dξcembre2008主partir　de13heures

A11ocution　d’ouverture

　　　MlYAZAKl　Yoshiro／Centre　de　recherches　pour　I’innovation　au

　　　r6giona1e　de1’UniveTsit6d’Ehim6

Sein de1a　COmmunaut6

（！）R釧exions　sur1e　nouveau　r6Ie　de　l’Universitξau　sein　des　rξgions：

　　　　　　　Le　cas　de呈’Universit6d！Ehim6．

　　　　　　　　KOMA．TSU　Masayuki，Pr6sident　de　rUniversit6d’Ehim6

　　　　　　　Rξf1exions　su■1’autonomie　nouvelle　de　I’Universit6en　France，

　　　　　　　　CAMY　OlMer，Universitξde　Bourgogne　et　IEP　de　Paris

（2）L’avlnird1111o㎜unautlrlgiona111tdlll111tlurl：

　　　　　　　L’avenir　de　la　co㎜unaut6rlgiona1e　et　d1111　actlurl：

　　　　　　　Bourgogne－

　　　　　　　　lCARD　Philippe，Universit6de　Bourgogne．

　　　　　　　Jeunesse　et　monde　du　travai1色Ehim6

1’exempIe　de　Ia Rξgion
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　　　　SElKE　Chihiro，Centre　r6giona1de　soutien　et　d’assistame身1’emploi　des　jeunes，JobCa従

　　　　Ai　Woτk

（3）Le　dξveloppement　r6giona1庄1’heure　de　la　mo皿diaHsation：

　一M㎝dia1isation，tenitoires，statistiques　et　infb㎜ation　du　citoyen．

　　　　LE　GLEA∪Jean－Pierre，INSEE　D6partement　de1a　coordimtion　statistique

　－Po1itiques　pour1ヨessor　rξgionalさEhim6．

　　　　SUZUK1Shigeru，Universitξde　Matsuyama

　Prξsidence：

　　　　OKAMURA　Shigeru，Universit6d’Ehimξ

　　　　PAR1S01－V6ronique，Universit6de　B01」エgogne

　InterPrさte缶angais－japonais：

　　　　OGAWA　Mie，Tokyo

ごあいさつ

　本年2008年は，フランスと日本とが修好条約を取り交わしてから！50周年にあたります。日

本社会の近代化にあたっては，フランスから多くの知の力と，近代国家運営の為のノウハウの

継受が必要でした。整然とした法制度や地域行政制度や義務教育制など，多くの曲折を経験し

つつ人々は先端的な西欧文明との接触によって近代的なシステムを学び取ったのであります。

日本人の鋭敏な感性はいち早くフランスの文芸・美術や近代思想を理解し，自らの文化の発展

をも成し遂げました。

　時代はかわり，両国の関係にも変化が生じております。フランスの若者たちが熱中するネッ

ト時代のクールな文化は，アニメやJポップスをはじめとする日本製の現代カルチャーです。

もちろん，両国民の前には先進社会として類似した難問が山積しています。特に，発展途上地

域への平和構築の努力や実質を備えた支援外交の展開などは第一に急がれる課題でありましょ

う。また，先進諸国の特徴としまして，人間存在の基盤としての地域への再評価が意識され，

地域にある総合大学の役割の見直しとその働きの強化が強く意識されつつあります。これら

は，両国の知的世界に共通ずみ重要な問題意識の一端を形成しております。

　私たちは地域における総合大学として，世界と地域の課題をになう多くの優れた人材を社会

に送り出してきました。また，ブルゴーニュ大学（ユ）はフランス南東部に位置する知の大拠点

であり，フランス国立統計経済研究所（2〕は欧州レベルでの市民のための情報公開と政策の策

定に貢献しています。私たちは2ユ世紀の初頭にあって，これまでの研究者レベルでの交流に基

づく成果をふまえ，より幅広い対話をもとに，教育研究活動の一層の国際化と国境を越えた市

民・大学人と自治体などの関係機関・企業を含めた新しい友好関係のあり方を模索したいと考

えています。

（1）　フランス国立ブルゴーニ二大学は学生数27，000，ブルゴーニュ州の中核都市ディジョンに本拠を置く伝統あ

　　る総合大学。2003年以来愛媛大学と全学協定によって提携。

（2）フランス国立統計経済研究所NS服は統計・経済科学分野の国立研究所であり，パリ本部を中心に職員数

　2．OOO名余の主要研究機関。欧州連合EU諸国との連携のもとに福祉・若年層の就業促進など国政レベルの政策

　の基礎となる諸統計を統括し，各種メディアによって情報公開している。
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　　ここに「分権化時代における地域の活性化と地域における総合大学の存在意義」を問い直そ

うという緊要なテーマを共有し，両国の識者による市民公開の国際シンポジウムを開催いたし

ます。

Pr6face

　　　　Ce航e　a㎜ξe2008marque1e！50さme　amiversaire　de1’ξtab1issement　des　relations　dip1omatiques

entre　la　France　et1e　Japon．Le　savoir－faire　actue1de　l’administraξion　japonaise，ainsi　que1a

modemisation　de　sa　soci6t6depuis　prきs　de150ans，doivent　pouエune　part主㏄s　re1ations．

　　　　Gr自。e主de　nombreux6changes　entre1es　deux　pays，1e　Japon，tout　en　gardant　ses　caract6ristiques

cu1turenes　propres，mais　en　sachant　puiser　dans　certains　fondements　o㏄identaux　dont　frangais，a　pu

6tab1ir　son　actuel　systさme16gislatifrξgiona1ainsi　que　ce1ui　de　sonξducation　ob1igatoire．

　　　　Au　de1主，il　existeξga1ement　et　depuis　toujours　de　forts1iens　de　comprξhension　et　de

recomaissan㏄en耐e1es　di雌rentes　fo㎜es　d’a廿et　de　cu1ture　des　deux　pays．L’engouement　de1a

jeunesse丘angaise　pour　une　partie　de　la　cultuTe　japonaise，c’est主dire1a　cu1ture　poP　avec1es　mangas

et　la　musique，en　est　un　exemp1e　pr6cis　et　contemporain．

　　　　Ceれes，1es　re1ations　entre1es　deux　pays　semblent　changer　et　devant　de　nouveaux　ph6nomさnes，

chaque　universitξdoit　prendre　conscience　de　son　r61e主essayer　de　devancer　les　besoins缶turs　pour

un　d6veloppement　durab1e．Tant主un　niveau　nationaI　que　r6giona1，e11es　ont　pour　miss三〇n　d’ξva1uer

et　d’apPoれer　rξponses　et　so1utions　ain　de　mieux　r6fo㎜er　et　a1nsi　mieux　s’adapter色。e　monde　en

pe明細e1mouvement．C’est㎜撒。ommun主nosdeuxpays．

　　　　Comme　depuis150ans　et　pour　que㏄la　perdure　au－de聰de　ce　dξbut　de21さme　siさ。le

mouvement6，ce1a　semb1e愉e　un　devoir，Pour1es　relations　entre　g6nξrations～tures，de　continuer註

。oopξrerφ£agon　active．Ce　faisant，nous　proPosons　un　symposium　ouve血au　public，qui　pe㎜e廿ra

de　pr6senter1e　fmit　d’un　travai1menξen　co11aboration　entre　deux　groupes　de　recherche，run丘angais

et1’autre　japonais，sur　Ia　question　du　r61e　des　universit6s　au　sein　de1eur　r6gion　ainsi　qu’昼une6tude

comparative　de1a　dξcentra1isation　en　France　et　au　Japon．


